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本節と次節では，小国A，大国B という異なる規模を持った 2 つの国からなる国際的な経済
モデルを考える。
今， A国， B国はともに貿易を行わない自給自足経済であるとしよう。したがって，両国は
自国で必要な財 1 ，財 2 を自国の労働と 2 つの財の投入によって生産する。なお，結合生産は
存在しないものとする。したがって，固定資本もまた存在しない。収穫不変を仮定し，賃金率
および利潤率が両部門で等しいとすると， A国の財 1 ，財 2 の価格は次のようになる。
ρAl= (1 +r)(allρAl +a21ρA2) 十 wAIAl ) 
ρA2= (1 十 r)(aI2ρAl 十 a22ρA2)+ωAlA2 J 
(1.1) 
ただし， ρAl. ρA2 は財 1 ，財 2 の価格， all , a21 , IAl は財 1 を 1 単位生産するために必要な財 1 ，
財 2 ，労働の投入量， α12 ， a22 , IA2 は財 2 を 1 単位生産するために必要な財 1 ，財 2 ，労働の
投入量， WA は貨幣賃金率， r は利潤率を示す。






L1A ={l-(l+r)αll} {1-(1 + r)a22} 一(1十 r)2a21a12
したがって，財 1 ，財 2 の合成商品によって測られる実質賃金率 ω主は，
(1. 2) 
( 4 ) L. L. Pasinetti, Structual Change and Economic Growth: A Theoretical Essay on the Wealth 
of Nations , Cambridge, Cambridge University Press, 1981, pp.261-2. 大塚勇一郎・渡会勝義
訳『構造変化と経済成長一一諸国民の富の動学に関する理論的エ y セイ』日本評論社， 1983年， 307-
8 ページ。なお，パシネ v ティは他国の生産性の向上がその国の所得上昇を通じ，自国の輸出を増や




-. 1 L1A W~= A一 αρAl +(1- α〉ρA2 αAt+ (1- α)A; 
ただし，
At= {l- (1 +r)α22} 1 Al 十 (1 +r)α21lA2
A;= (1 +r)α12lAl 十 {1 ー (1+ r)all} IA2 
(1. 3) 
他方， B国についても，同様にして，投入・産出の体系を考えると，財 1 ，財 2 の価格は次
のようになる。
ρBl= (1+の {bllPBl+ b21ρB2} +wBIBl 1 
~ (1.4) ρB2= (1 +r) {bl 2.ρBl +b2zPB2} +wBIB2 J 





PB2=十[(1十州2lBl 十 {1一(1+供品2J I 
となる。
“ B -' 
- 1 W主=一一一一一戸 αρBl 十 (1 ー α〉ρB2
ただし，
L1B 
αBt+ (1- α)B; 
L1B= {1 ー (l+r)bll } {1 ー(1+ r)b2} + (1 +の2b2ム2
Bt= {1 ー(1+の}b22IB1 + (1 + r)b21IB2 






そうで、はない。輸送費を無視することができるならば，大国Bの国内価格が PBl， PB2 が国際価
格 Pl' P2 となるのである。そのために，大国Bの貨幣賃金率をニューメレールとすると価格は
閉鎖経済モデルのB国の価格と同一になるが，この水準は閉鎖経済モデ、ノレのA国のものとは異
なることになる。
PAl ρBl ところで，今，一一<一一ーとすると， A国は財 1 の生産に特化する。また， A国の相対価ρA2 ~ PB2 
格の調整の過程において，貨幣賃金率も WA へと調整される。なお，両国の財の価格は貿易に
(5) なお， α ， 1一 α は労働者の家計の消費支出のウェイトを示す。
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さて， Pl =(1 +ß1)ρA 1> P2= (1+ん)PA2 ・ wA=l+r とする。すると，
{1 ー(1+ r)all} (1 + (1)ρA1 ー(1+ r)a21 (1 + (2)PA2 
lA1 WA 
(1. 8) 
であるので， r三;;.ß1 が成立する。(等号成立は a21=0 の時。〉したがって，実質賃金率は ωt，
‘a, Z4YA 
W-:; 一一一一一一一ーーA一 αρ1+ (1ー α)P2 α(1 +ß1)ρA1+ (l ー α) (1十戸ρPA2 "=VA (1. 9) 





















































dω*一一一」INAー αÞ1+ (1- α)ρ宮





次に大国Bの技術進歩の効果を見てみよう。財1，財 2 の価格の低下率をそれぞれ， S1> S2 
としよう。すると， B国の実質賃金率の上昇 dω主は，
L/w'f.= 1 .，，*ーーWBー α(1-s1)ρ1+ (1ー α)(l-s:ρP2 (2.3) 
である。以上のように，財 2 部門の技術変化は，財の価格を低下させ， B国の実質賃金率を高
める効果を持つ。
他方，財 2 部門の技術変化は，財1，財 2 の相対価格を変化させる。ただし， S1=S2 (=s) 
の場合，相対価格には変化が生じない。この時， A国の貨幣賃金率の低下 -L/WA は，














となる。これは， a21=O の場合， ぉ=S1 となり ， a21>O の場合， S1多 S2 の時に， S叩ミさむとな
る。
すなわち，財 1 の価格低下率が財 2 の低下率よりも大きい場合には，貨幣賃金率の低下率は




















3. 同規模の 2 つの経済のモデル
本節では，ほぽ同規模の 2 つの国の聞での貿易を考えてみよう。
互いに財1，財 2 の生産に特化している 2 つの国A， Bを考える。 A国の財 1 の生産部門で
は，財1，財 2 と労働のそれぞれ Ah Az, LA の投入によって，財 1 が X1 だけ総生産される。
他方， B国でも同様に，財1，財 2 と労働の Bh B2' LB の投入によって，財 2 が X2 だけ総




ÞzX2=(1+の(ÞIBl+ ﾞ2Bz) +wBLB J 
が成立する。なお，財 2 をニューメレールとし，九=1 とする。
他方，財 1 ，財 2 の需要は，各財の生産のための中間需要と最終需要に分けられる。ここで，
最終需要は消費のみであるとし，さらに，両国の消費者は自己の所得の α の割合を財 1 の消費
に， (1ーα〉の割合を財 2 の消費に当てるものとする。すると，




てしまうことになることを指摘している。 L. L. Pasinetti. 0ρ. cit. pp. 266ー7. 邦訳， 313-4ページ。
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ムX1= ﾞIAl + ﾞIBl + α {r(ÞIAl + þ2A宮)+ωALA}
+α {r(ÞIBl +ﾞ2B2)+wBLB} 
=ÞIAl+ρlBl+ α{ρlXlー (ÞIA1 +ρ2A2)} 
+α{ρ2X2-(ρlBl+ρ2B2)} 
Þ2X2 =ρ宮A2 +ρ2B2 + (1- α) {r(ρlAl + ﾞ2A2) + w AL A} 
+(1ー α){r(?lBl + ﾞ2B2) +ωBLB} 
= ﾞ2A2 + ?2B2 + (1ー α) {ÞIXlー (ÞIA1+ ﾞ2A2)} 




ところで， A国は財 2 をB国から輸入し， B国は財 1 をA固から輸入している。投資，貯蓄
の不均衡を考えない現在のモデルでは，貿易収支は均衡するので，
Þ2A2+ (1ー α){ρlXl一 (ÞIA1十Þ2A2)}
=ρlBl+ α{ρ2X2一 (ÞIBl+ ﾞ2B2)} 






(1-α)Þl(X1-A1) =ゆ2(X2-B2) (3.5) 
となる。このことから，財 1 と財 2 の価格の比 h は，
k= Þl ー α(X2-B2)
一- 2ﾞ - (1ーα)(X1-A1) (3.6) 
となることが分かる。また，この時，
ω 一九 {X1ー (1+のA1Ll
A- LA I 
(3.7) 
XEー(1+のB2 I 
WB= T I 
LJB ~ 
が成立する。したがって，両国の賃金率の比は
WA Þl{X1 一 (1+r)A1} LB 
ωB X2ー (1 +r)B2 LA (3.8) 
となる。ここから，両国の賃金率の相対比もまた，両国の財の生産条件や利潤率が一定の場合
には，交易条件に比例していることが分かる。
さて， A国の人口増の結果，労働力が g の率だけ増大したとしよう。すると， A国の財 1 の
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他方， A国の労働力は一定のまま，技術進歩の結果，純産出が g の率だけ増えたとしよう。
この場合も (3.6)の分子が一定のまま，分母が g の率だけ増大するので， この時も，交易条件
は g の率だけ悪化する。しかしながら，今の場合，両国の賃金率は，












よって示される。ここで、， A国での技術進歩の結果，財 1 の純産出が g の率で増大したとする。
それにともなって，中間財としての財 2 の輸入量は (gーのの率で増大する。ここで， .il は技







(9) 他方，交易条件が以前と同じ水準に保たれるならば， A国の生産は貿易収支により制約され， A国
には失業が発生することになるであろう。




{ -g(X1-A1) 一 (g-À)A2) α(X2-B1 -Bρ
(1-α)(X1 -Al -A2)2 
α(X2-B， -B2) 
(1 ーα)(X1-A，-A2)




Llw.= (g+k)ÞdX1 ー (1+めA1} ー (gーのく1+r)A2 1 




ここで， À=O の時 k=-g となるので， LIωA<O となる。それにたいし， LlwB>O だから，
B国の賃金率が相対的に上昇する。他方， えが大きくなるにしたがい， k も大きくなるので，















ち， αe'" にあたる部分を財 1 の消費に費やし， (1 -ae''') にあたる部分を財 2 の消費に費やす。
εくO の場合には，財 1 の価格が下がると，多くの財の需要が発生し，所得のより大きな部分
が財 1 の消費に使われることを意味する。他方， e>O の場合には，価格が低下しでも，その
割には財 1 の消費が増大せず，支出額の割合がかえって低下してしまうことを意味する。 e=O
の時は，前節でみたように，財1，財 2 への支出額の割合が一定になる。 この時，交易条件 h
を示す式は，
k=ﾞ l =~竺L.五二五- -




今， A国で技術進歩の結果，財 1 の純産出量が g の率で増大したとする。その時，交易条件
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次に所得上昇の効果を検討しよう。今， A国の消費者は各自の所得のうち， αeE(Xl-Al) の部
分を財 l の消費， (1-αeE(Xl-Al)) の部分を財 2 の消費に費やすとする。他方， B国の消費者




となる。ここで， ~くO ならば，所得の上昇にしたがって，財 1 の消費支出の割合が低下する。
逆に，ご>0 ならば，所得の上昇にしたがって，財 1 の消費支出の割合が上昇する。 ~=o の時
は，消費支出の割合は一定である。










-gαeek X2-B2 εαeek X2-B2 dk ε(αeek)Z X2-B2 dk 一一一一一一一一一一一+一一一一一一一一一一・一一・+一一一一一一一一一一一一一­l-αe凶 X1-A1 ' 1 ー αeek X1-A1 dt '(1一αeり2 X1-A1 dt 
αeek X2-B2 


































-gαes(X.-Bρ X2-B2 -gçαes(X，-A，) ・ αes(X.-B.) X2-B2 
1 ーαes(X， -A ，) . X1 -A1 一 (l-aes∞ A ，))2 •支戸五;
-aeE(X.-Bρ(X2-B2) 
(1-αes(X， -Aり (X1-A1)
I t:，.ρs(X， -A ， ) ¥ 
=-g(l一、-=__e (V._ A.¥ ) \~ 1-αes(X， -A ，) } 
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には小国は利益を得るが，逆の場合には損失を被ることになるのである。
他方，同規模の 2 つの固からなるモデルにおいては，さらに，
6. 技術進歩が生じない経済成長は，貿易収支の制約があるために，交易条件を悪化させ，
他国との相対的な賃金を低下させる。
7. 技術革新が生じた場合には，交易条件は低下するが，相対的な賃金は低下するとは限ら
ない。
8. 他国から購入する中間財が多い国は，その分だけ交易条件を悪化させる。ただし，技術
進歩により，輸入を削減することができる時は，それに応じて，交易条件が改善され，相
対的な賃金も上昇するようになる。
9. 輸出財の需要の価格弾力性，所得弾力性の大きい財に特化した国ほど，他国の交易条件
が有利となり，その分だけ，他国の技術進歩の成果を享受することができる。逆に，需要
の価格弾力性，所得弾力性の小さい財に特化した国は交易条件が不利になり，自国の技術
進歩の成果が流出することになる。
ということが明らかになった。
最後に，以上の結論を現実の経済の解釈に用いてみよう。国際貿易が行われている場合，規
模の小さい国は，他の条件を一定として，輸出財の生産性の上昇率を高めることにより利益を
得る。規模の大きな国はこうした輸出主導型の成長を続けようとすると，為替レートの低下に
より交易条件が悪化する可能性がある。ただし，輸出財の需要の成長率が高い場合には，その
分，交易条件の悪化を防ぐことができ，国際的な分配において有利な地位を占めることができ
るようになるのである。このような本論文の帰結は，現在の東アジアの輸出志向工業化や，あ
るいは日米経済摩擦の問題にも新たな視点を提供することになるであろう。
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